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１ 監査の概要 

（１）行政監査の趣旨 

行政監査は、地方自治法第１９９条第２項の規定に基づき、県の事務執行につ

いて、合法性、正確性、経済性、効率性及び有効性の観点から監査を実施するも

のであり、平成２１年度においては、次のとおり実施した。  

 

（２）監査対象事務 

     職員宿舎の管理運営について 

 

（３）監査対象事務の選定理由 

県は、多数の職員宿舎を保有しているが、現在の厳しい財政状況の中、これら

の職員宿舎を適切に維持管理するとともに、有効に活用することが極めて重要と

なっている。 

平成１６年度にも同様のテーマで行政監査を行ったところであるが、その後地

方機関の統廃合が進み、地区毎の職員宿舎のあり方についての検討も必要となっ

てきている。 

 そこで、これらの職員宿舎について、前回の監査のフォローアップも含め、適

切な管理と有効活用に資するため、監査を実施することとした。 

 

（４）監査の着眼点 

    ア  職員宿舎は、有効かつ効率的に利用されているか。 

    イ  職員宿舎の管理運営は、管理規則等に基づいて適切に行われているか。 

    ウ  職員宿舎の建物や敷地の維持管理等は、適切に行われているか。 

 

（５）監査実施機関 

      各部局において職員宿舎の管理運営を統括する機関 

      総務部管財課、教育委員会福利課、警察本部会計課、企業局総務課及び病院局   

の中央病院とこころの医療センター 
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２ 監査結果 

（１）職員宿舎の設置及び入居の状況 

  ① 設置の状況 

 平成２１年１１月現在の職員宿舎の設置戸数は合計で 3,212 戸であり、その

うち知事部局が 1,538 戸で全戸数の 48.0％を占め、次いで警察本部が 816 戸

(25.4％)、教育委員会が 721 戸(22.4％)であった。 

                                                  

   ② 入居の現況 

 職員宿舎の入居率は県全体で 80.4％であり、部局別の入居率では、警察本部

が 87.7％と最も高く、次いで知事部局 82.3％、教育委員会 73.1％、企業局

65.0％、病院局 49.5％の順であった。 

  空家(空室)は、県全体で 629 戸であったが、部局別では知事部局が 272 戸で

最も多く、用途別では世帯用が 365 戸で最も多かった。   

 

 ③ 入居率及び入居戸数の推移 

 入居率及び入居戸数の推移は、全体としては職員数の減少により職員宿舎へ

の入居は低下してきており、今後も職員削減計画等により職員宿舎の需要は全

体としては低下していくことが見込まれる。 

 また、職員のうち職員宿舎に入居している割合も低下傾向にある。 

 このような中で、警察本部においては年齢構成が若返っていくため、職員宿

舎に対する需要の増加が見込まれる。 

 

④ 地区別の入居率の推移 

 各地区における入居率の推移は、地方機関の統廃合により入居戸数は減少し、

職員宿舎もそれに合わせて用途廃止が進んでいる。  

 

  ⑤ 部局間の相互利用の状況 

 前回の監査時においては、他部局職員の入居を認めている事例はごく少数で

あり、このため相互利用の促進を求めたところであるが、今回は相互利用が進
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んでいる状況が見られた。 

 比較的空家戸数の多い知事部局の職員宿舎に教育職員や警察職員が入居して

いる事例が多かった。 

 しかしながら、他部局の宿舎への入居を打診されたとき、「入居後に設置部

局の職員から入居希望があった場合には退去すること」を条件とされたため、

入居が実現せず空室のままとなっている事例が見受けられた。  

 職員宿舎を有効に利用するためには、部局を越えて地区全体で入居調整を行

う必要性が認められた。 

 

  ⑥ 民間住宅の借り上げの状況 

 県内においては、研修医師、国際交流員等の事例を除けば、民間住宅を県が

借り上げている事例はなかった。 

 県外事務所において、民間住宅を借り上げて職員宿舎として位置づけ、職員

に貸し付けていた（東京：１０戸、大阪：２戸、広島：５戸）。貸付料は県内

の職員宿舎と同じ基準で算定され徴収されていた。 

 

  ⑦ 職員宿舎戸数の推移 

 建物の老朽化及び地方機関の統廃合により宿舎の用途廃止が進められ宿舎戸

数が減少している。 

 リフォームを除くと、平成１５年度を最後に宿舎は建設されていなかった。 

 

  ⑧ 職員宿舎の用途廃止後の処分及び活用状況 

 用途を廃止した宿舎については、建物や敷地を他用途に転用しているもの、

建物を撤去して売却や貸付を進めようとしているもの、建物を撤去しないまま

で処分や活用を検討中のものなどがあった。 

 建物を他用途に活用している事例としては、単身寮を高校の寄宿舎に転用し

ている事例や定住対策のためにＵＩターン者用の住宅として町に貸し付けてい

る事例などがあった。  

 平成１６年度から平成２０年度にかけて用途を廃止し、建物を撤去しないま
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まの宿舎は２５棟であった。このうち、１０棟については、中山間地などの立

地条件の悪いところにあり、平成２１年１１月時点で今後の活用方針が未定と

なっていた。これは解体撤去費用が土地の売却収入を上回ることが見込まれる

ためなどであり、敷地の草刈りや見回りなど管理に苦慮している状況が多く見

られた。 

 また、平成２１年度と平成２２年度には２９棟の廃止が予定されているなど、

今後も用途廃止される宿舎は増加する見込みである。 

 

（２）職員宿舎の管理運営の状況 

① 入居者の選考等 

 宿舎管理者は、当該部局に所属する職員で入居を希望した者の中から、職務

の内容や住宅の困窮度等を考慮し、入居者を選考していた。 

  なお、空家(空室)があった場合に他部局職員の入居を認めている事例が増加

してきている。 

 

② 貸付料の算定 

  職員宿舎の貸付料は、国家公務員宿舎法の規定に準拠して、各々の職員宿舎 

管理規則等に基づき構造、面積、経過年数により県内同一の基準で算定されて

いた。 

 

③ 貸付料の免除 

知事部局と警察本部において職員宿舎の貸付料の免除が定められている。 

知事部局においては、危機管理の業務に従事する職員を義務入居者として、

県庁の最寄りの職員宿舎への入居を義務づけ、貸付料の全額を免除している。

現在、２名についてこの措置が適用されているが、いずれも規定どおりに行わ

れていた。 

警察本部において署長宿舎が５割免除とされていることについて、前回の監

査で、「減免措置を見直されたい」との意見を述べたところである。これに対

し警察本部は「署長宿舎に署長が居住することは一定の公務性を有しており、
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減免措置を見直すことは適当でない」として、当該措置は継続されている。 

今回、監査を行った結果、署長については居住範囲が特に限定されており、

また、署長宿舎においてはその面積の半分程度が公務執行に使用される場合が

あること等から、現時点においては当該措置の必要性が認められた。 

 

  ④ 自動車保管場所 

 職員宿舎においては、自動車保管場所の貸与を承認した職員について駐車料

を徴収することとしている。 

 しかしながら、知事部局及び企業局においては、敷地に余裕がないところも

あるとして、宿舎の貸与を受けた職員は一律に１台しか駐車できない規定とな

っており、複数台を駐車している場合でも１台分の料金しか徴収していなかっ

た。 

 

  ⑤ 長期入居 

 職員宿舎は、主に人事異動による転勤が円滑に進むために設置されたもので

あり、長期間にわたって特別の事情がないまま同一の職員宿舎に居住を続ける

ことを漫然と認めることは適当とはいえない。 

 

（３）職員宿舎の維持管理の状況 

  ① 建物の修繕 

 小規模な修繕箇所は、入居者からの申し出に基づき、各宿舎管理者が直接又

は業者に委託して修繕しており、壁面塗装や屋上の防水等の大規模な工事につ

いては、営繕部門の調査に基づき計画的に実施している。 

 

② 宿舎台帳等の整備 

 職員宿舎の維持管理については、各部局とも職員宿舎管理規則等において「宿

舎台帳」の作成、保存を定め、また、知事部局と教育委員会においては、修繕

の状況を記録しておくため「宿舎修繕台帳」を作成することとしている。 

 「宿舎台帳」については、知事部局では管財課が作成し、宿舎管理者へ副本
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が送付され、保存されていた。教育委員会及び警察本部においては宿舎管理者

が作成することとしているが、作成されていないところが見受けられた。 

 「宿舎修繕台帳」については、その必要性の認識も薄く、記載方法が明確で

ないこともあり、作成されていないところがほとんどであった。 

 職員宿舎を効率的に維持管理していくためには、「宿舎台帳」の作成、保存

のみならず、「宿舎修繕台帳」により修繕等の履歴を明確に記録、保存してお

く必要がある。 

 

③ 修繕費等の入居者負担 

 前回の監査において、畳の表替えについて県の負担とする運用がなされてい

る部局があり、入居者負担とすることを求めたところであるが、知事部局にお

いては新たに「職員宿舎入居者負担金等取扱要領」を定めて負担金を徴収して

いた。 

     しかしながら、病院局こころの医療センターにおいては、畳の表替え及び

襖の張替えに係る経費の徴収方法が定められておらず、この負担金が徴収さ

れていなかった。
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第４ 監査意見 

 １ 改善を要する事項 

今回の監査の結果、改善を要すると認められた事項は次のとおりであったので、

適切な事務執行に努められたい。 

 

 （１）駐車料の徴収について（総務部管財課 企業局総務課） 

職員宿舎の貸与を受けた職員が職員宿舎の敷地内に複数台を駐車している場

合には、公平性を確保するため、複数台についての駐車の申請、承認ができる

よう規定を改め、駐車料金を徴収するようにすること。 

 

 （２）入居者負担金の徴収について（病院局こころの医療センター） 

こころの医療センターにおいては、規程を整備の上、畳の表替え及び襖の張

り替えの入居者負担金を徴収するようにすること。 

 

 （３）宿舎台帳及び宿舎修繕台帳の整備について（全監査実施機関） 

宿舎台帳は職員宿舎の管理のために基本となるものであり、また、宿舎修繕

台帳は職員宿舎の維持修繕を適切に行う上で必要なものであるので、規程を整

備の上、各宿舎管理者に対して作成するよう指導すること。  



- 9 -

 ２ 組織及び運営の合理化に資する意見 

他の府県においては職員宿舎を全廃したところもあるが、本県においては東西

に細長く、離島もある地理的条件を考慮すれば、人事異動による転勤を円滑に実

施できるよう、一定の職員宿舎を確保しておく必要性は認められる。 

しかしながら、知事部局を中心に職員数が減少し、また、高速道路や地域幹線

道路の整備に伴い通勤範囲が拡大し、このため、入居の希望が減少しており、職

員宿舎の必要性が全体的には低下してきている。 

一方、警察本部においては、警察官には管内居住の原則もあり、職員構成の若

返りにより、需要の増加が見込まれている。 

こうしたなかで、既存の宿舎の老朽化が進行するなど、職員宿舎の管理運営に

あたって様々な課題が生じているところである。 

ついては、職員宿舎の管理運営に関し、以下の取組が必要であると考える。 

                            （全監査実施機関） 

 

 （１）職員宿舎の今後の整備のあり方について 

職員宿舎については、設置戸数が減少しているにも関わらず入居率がほとん

どで低下している現状や、今後職員数がさらに減少していくことを考え合わせ

れば、警察本部の宿舎や医師確保のために必要な病院局の宿舎、中山間地や離

島などの宿舎を除き、基本的には減らしていくべきである。 

ついては、次の事項について検討されたい。 

① 職員宿舎の新築や改築は、原則として抑制していくこと。 

② 地区毎に部局を越えて一体的な入退居の管理を行い、職員宿舎の集約化

を図っていくこと。 

③ 職員宿舎が主に転勤を円滑に進めるために設置されていることから、長

期入居の抑制も検討し、限られた宿舎の有効活用を図ること。 

④ 今後、県内においても民間住宅の活用を図ること。 
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 （２）用途廃止した職員宿舎の有効活用について 

用途廃止した職員宿舎の建物が処分、活用されないまま残存しているが、今

後、入居率の低下や老朽化の進行により、さらに増加する見込みである。 

こうした建物やその敷地は、貴重な県有財産であり、有効活用しなければな

らないものである。また、老朽化した建物をそのまま放置しておくことは、維

持管理の費用や見回りなどの手間がかかるばかりでなく、安全管理上からも問

題がある。 

ついては、次の事項について検討されたい。 

① 県として他用途に使用が可能となる建物については、必要な改修工事を

実施するなどして、再利用を図ること。 

② 県としての使用が見込まれない建物については、地域の需要を調査して、

売却や貸付による有効活用を図ること。  

③ 老朽化が進行し、地理的条件からも他用途での使用が困難な建物につい

ては、将来的には処分しなければならないものであり、放置し続ければさ

らに費用が嵩むこととなるので、建物を計画的に解体撤去し、更地として

売却を進めること。 

  

 （３）職員宿舎の維持管理業務の外部委託について 

職員宿舎の維持管理業務については、それぞれの宿舎管理者により行われて

いるが、緊急時の即応性や修繕技術等の専門性などが負担となっており、その

省力化を図って効率的に業務を進めていく必要がある。 

ついては、職員宿舎と類似の形態である県営住宅が管理委託されている例な

ども参考として、職員宿舎の維持管理業務の外部委託について検討されたい。 

なお、委託業務の効率性を高めるためには、部局毎ではなく、県が設置する

全ての職員宿舎の維持管理業務を包括的に外部委託することについても配慮さ

れたい。 
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 （４）職員宿舎の一体的な管理運営について 

職員宿舎に対する需要については、全体的には職員数の減少や通勤範囲の拡

大により、低下してきている。 

一方、警察本部においては職員宿舎の需要の増加が見込まれ、部局間の相互

利用の一層の推進が必要となっている。 

また、前述したとおり、地区内における入退居の効率的な調整、用途廃止し

た宿舎の処分活用、維持管理業務の外部委託等の課題については、部局を越え

た対応が必要である。 

ついては、各部局の職員宿舎の担当課による常設の協議会の設置などにより、

県が設置する職員宿舎の全てについて一体的に管理運営するシステムの構築に

取り組まれたい。 

 


